
ブラジルのサステナビリティ開示・保証の規制
動向（2024年11月）
ブラジルがIFRS S1号及びIFRS S2号に基づくサステナビリティ基準に基づく開示・

保証を義務化

2024年11月6日

ブラジル証券取引委員会（ CVM）は、サステナビリティ報告の基準設定機関（ the Comitê Brasileiro de

Pronunciamentos de Sustentabilidade（CBPS））が公表した基準を、2026年1月1日から強制適用とすることを決議しま

した。これらの基準はIFRS S1号及びIFRS S2号に基づいています。

この決議は、2024年6月13日に終了した市中協議を踏まえて行われました。CVM Resolution 217号及び218号には、基準の

最終文書が含まれており、CBPS Nº 01 Requisitos Gerais para Divulgação de Inormações Financeiras relacionadas à

Sustentabilidade （「サステナビリティ関連財務情報の開示に関する全般的要求事項」）及びCBPS Nº 02 Divulgações

Relacionadas ao Clima （「気候関連開示」）と題されています。これらの決議は、両基準を同時に適用し、企業が早期適

用した旨を開示する場合には、基準の早期適用を認めています。

本決議は、ISSB基準に基づくサステナビリティ関連財務情報の作成と開示、及び同情報に対する保証に関する規制である

CVM Resolution 193号と併せて適用することが意図されています。

CVM Resolution 217号および218号とともに公表されたCVM Resolution 219号は、CVM Resolution 193号に対し、サステナビ

リティ関連財務情報の任意の早期開示の期限を変更するものとなっています。企業は、事業年度末から9カ月以内にこれら

の開示を提供することが求められています。

詳細は、CVMのウェブサイトをご覧ください（ポルトガル語のみ）。

◼ Press release

◼ Resolution 217（CBPS Nº 01）

◼ Resolution 218（CBPS Nº 02）

◼ Resolution 219（amendments to CVM Resolution 193）

原文（英語）：Brazilian regulator makes sustainability standards mandatory
※本資料はDeloitte & Touche LLPが作成し、有限責任監査法人トーマツが翻訳したものです。日本語版については、有限
責任監査法人トーマツにお問い合わせください。日本語版と原文に相違がある場合には、原文の記事事項を優先します。
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サステナビリティ開示・保証の最新規制動向

日本・ヨーロッパ・南北アメリカ・アジアパシフィックにおけるサステナビリティ開示・保証の規制に関する最新動向を取りまとめて

います。

https://www.gov.br/cvm/pt-br/assuntos/noticias/2024/cvm-edita-as-resolucoes-217-218-e-219
https://conteudo.cvm.gov.br/legislacao/resolucoes/anexos/200/resol217.htm
https://conteudo.cvm.gov.br/legislacao/resolucoes/anexos/200/resol218.htm
https://conteudo.cvm.gov.br/legislacao/resolucoes/anexos/200/resol219.htm
https://www.iasplus.com/en/news/2024/11/brazilian-regulator-makes-sustainability-standards-mandatory
https://www2.deloitte.com/jp/ja/pages/audit/articles/crd/newsletter.html
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